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は中国全土に拡大していく。当初の不拡大方針は破綻し、1938（昭和 13）年 4 月に公布さ
れた国家総動員法によって事変の長期化は決定的となる。さらに、ドイツとの軍事同盟締結
や南北仏印への進駐によってアメリカとの関係を悪化させた日本政府は、和平交渉を打ち



























































































る。具体的には、1920 年代から 1933（昭和 8）年まで行われた図書館令改正運動と、1933





 第 3 章では、日中戦争下において中央図書館制度にどのような改革案が示されたのかと





体的には、1940（昭和 15）年の新体制運動開始から 1945（昭和 20）年の終戦までを対象と
する。大政翼賛会を中心とした国家的な機構改革と、対米英開戦によって中央図書館制度に
関する改革がどのように構想されたのかということを考察する。 




1 本研究で用いる「戦時」「戦中」といった表現は、1931（昭和 6）年 9月 18 日の満州事変か
ら 1945（昭和 20）年 9月 2 日の日本政府による降伏文書調印までの「アジア・太平洋戦争」の
期間を指す。 
2 本研究では、公立図書館関係者と私立図書館関係者の総体を公共図書館界と定義する。 
3 松尾長造「改正図書館法規の重点」（『図書館雑誌』27年 10号、1933年 10月、272 頁）松尾
は文部省成人教育課長として、図書館令の改正に携わった人物である。 
4 松本喜一「図書館令の改正」（『図書館雑誌』27年 10 号、1933年 10月、276頁）松本は第 2
代帝国図書館長であり、日本図書館協会理事長・中央図書館長協会理事として図書館令の改正
を推進した人物である。 
5 『官報』（1949 号，1933年 7月 1 日、1頁） 
6 『官報』（1949 号，1933年 7月 1 日、2頁） 
7 永末十四雄『日本公共図書館の形成』（日本図書館協会、1984年） 
8 岩猿敏夫『日本図書館史概説』（日外アソシエーツ、2007 年） 
9 岩猿敏夫「『図書館研究』と『図書館雑誌』」（『図書館界』Vol.45,No.4、1993 年） 
10 永末十四雄『日本公共図書館の形成』（日本図書館協会、1984 年、277頁） 
11 永末十四雄『日本公共図書館の形成』（日本図書館協会、1984 年、276,277頁） 
12 永末十四雄『日本公共図書館の形成』（日本図書館協会、1984 年、280頁） 
13 永末十四雄『日本公共図書館の形成』（日本図書館協会、1984 年、288,289頁） 
14 永末十四雄『日本公共図書館の形成』（日本図書館協会、1984 年、300頁） 
15 岩猿敏夫『日本図書館史概説』（日外アソシエーツ、2007 年、205,206頁）  
16 岩猿敏夫『日本図書館史概説』（日外アソシエーツ、2007 年、209 頁） 
17 岩猿敏夫『日本図書館史概説』（日外アソシエーツ、2007 年、209 頁） 
18 岩猿敏夫「『図書館研究』と『図書館雑誌』」（『図書館界』Vol.45,No.4、350頁） 
19 岩猿敏夫『日本図書館史概説』（日外アソシエーツ、2007 年、215 頁） 
20 裏田武夫・小川剛編『図書館法成立史資料』（日本図書館協会、1968年） 
21 裏田武夫・小川剛編『図書館法成立史資料』（日本図書館協会、1968年、102頁） 






26 西崎恵『図書館法』（羽田書店、1950年、15 頁） 
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  一 貸出文庫等ノ施設 
  二 図書館経費ニ関スル調査研究及指導 
 三 図書館書籍標準目録ノ編纂頒布 
  四 図書館ニ関スル機関紙類ノ発行 
  五 図書館ニ関スル研究会、協議会、展覧会等ノ開催並ニ其ノ開催ノ斡旋 
   六 図書及図書館用品ノ共同購入ノ斡旋 
   七 郷土資料ノ蒐集其ノ他適当ナル付帯施設 
 八 前各号ノ外図書館ノ指導連絡統一上必要ナル事項3 
 































































































































































関スル調査』（昭和 6 年 4月 1日現
在）の 8 頁をもとに作成 
文部省社会教育局編『全国図書館ニ関スル調査』 








































の検討が継続されることとなる。例えば、1922(大正 11)年 4 月の日図協府県立図書館部会
では「各府県内図書館事業ノ中心タルベキ府県立図書館ヲ設置スルヤウ法令ノ改正ヲ協会
ヨリ文部省ニ建議セラレタキコト」という協議題が提出され、可決されている。さらに、

















































































































































































































































        を指導し其の連絡統一を図り之が   文部大臣の認可を受け 公 
第十条 地方長官は管内に於ける図書館の機能を全からしむる為道府県立図書館中の
一館を中央図書館に指定すべし 
      中央図書館の職能に関し必要なる事項は文部大臣之を定む41 


































































































































































 松本は、1923（大正 12）年に帝国図書館長に就任しているが、この 3年後の 1926（大正































































































































































































































































































































査』（1936年 4 月現在、日本図書館協会、66,67頁）をもとに、1937 年度の経費について






































本章第 1節で見た 1931（昭和 6）年の調査結果との比較を行い、この間にどのような変化が
あったのかを考察する。 
この調査では、1936（昭和 11）年 4 月現在の 4,609 館の公共図書館を対象としている。
図書館の総数は約 300 増加している。 
まず蔵書冊数については、【表 5-1】「蔵書冊数別図書館数」によると、1,000 冊未満の館









 しかし経費については、【表 5-2】「経費別図書館数」によると、最も低い区分である 50円




























































































 職員令第 2 条で定められた、中央図書館長による管内図書館の視察はどのようなものだ
ったのか。本項ではこのことについて考察する。まず、視察の手続きについて石川県を例に
見る。1933（昭和 8）年に中央図書館に指定された石川県立図書館において、館長の中田邦
























































































して、この会議から 1 カ月後、改正図書館令が公布されることとなる。 
 改正図書館令公布の翌年、1934（昭和 9）年 5月に第１回中央図書館長会議（文部省主催）
が開催される。この会議は、全国の中央図書館長、道府県立図書館長、台湾・朝鮮・満鉄図



























































翌 1936（昭和 11）年 11月に第 2回中央図書館長会議（文部省主催）が開催される。中央




  一 図書館職員教習施設ノ件 
  二 司書検定試験ノ件 
  三 管内図書館視察励行ノ件 
  四 図書選択ニ関スル件 
  五 図書館付帯施設ニ関スル件 
  六 中央図書館相互図書貸借ニ関スル件 





























  第一 先ヅ中央図書館自体ノ充実ヲ図リ管下図書館指導ニ必要ナル経費ト人的組織ト
ニ遺憾ナカラシムルコト 
     之レガ為メニ特ニ左記諸項ニ注意ヲ払フベキコト 
     １．中央図書館職員ノ教養ヲ高メソノ待遇ヲ改善シテ職員力ノ増大ヲ図ルコト 
     ２．活動資源タル経常費特ニ貸出文庫費、教習施設費ソノ他視察指導ニ要スル経
費ヲ充実スルコト 































































































1 『官報』（1949 号，1933年 7月 1 日、1頁） 
2 図書館令施行規則では、中央図書館に関係する内容として、第 7条以外にも第 6 条で中央図
書館の指定に関する要件について、第 9条で中央図書館に付設する図書館員教習施設につい
て、第 10条で中央図書館における予決算の開申について規定された。 
3 「図書館令施行規則改正」（『官報』1970号、1933年 7 月 26日、677 頁） 
4 「公立図書館職員令」（『官報』1949号，1933年 7月 1日、2頁） 
5 実際にはこれらの法令に加え、各道府県で中央図書館指定後に制定された「図書館令施行細
則」の成立をもって中央図書館制度は確立するのだが、これについての考察は次章で行う。 
6 「第二十二回全国図書館大会記事」（『図書館雑誌』第 110号、1929年 1月、20 頁） 
7 「第二十二回全国図書館大会記事」（『図書館雑誌』第 110号、1929年 1月、21 頁） 









10 小尾範治「社会教育局創設案の決定」（『社会教育』第 4巻第 12 号、1927年 12月、2,3頁） 
11 小尾範治「社会教育局の創設と本誌の使命」（『社会教育』第 6巻第 7号、1929 年 7月、6
頁） 
12 「第二十二回全国図書館大会記事」（『図書館雑誌』第 112号、1929年 1月、98 頁） 
13 図書館令が公布された 1899（明治）における全国公共図書館数は 37館であったものの、
1919（大正 8）年には 1510館、1924（大正 13）年には 3403館、1929年（昭和 4）年には 4552
館に増加している。（文部省『学制七十年』1954 年、1084,1085 頁より） 
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19 「御大礼記念事業として図書館の設立及び充実に関する意見」（『図書館雑誌』第 22 年第 2
号、1928年 2月、45頁） 
20 東條文規『図書館の政治学』（青弓社、2006 年、133 頁） 
21 日本図書館協会編『図書館小識』（1925年、4,5頁） 
22 「彙報」（『図書館雑誌』第 125号、1930年 4月、94 頁） 
23 「日本図書館協会総会議事録」（『図書館雑誌』第 25 年第 5号、1931年 5 月、180頁） 
24 貞松修蔵「中央図書館運営につきて」（『葵文庫ト其事業』第 66 号、1931年 12月、4 頁） 





28 「第二十三回図書館大会記事」（『図書館雑誌』第 116 号、1929年 7 月、178頁） 
29 中田邦造「現下我国図書館事業の動向―全国図書館長会議に現はれたる―」（『石川県立図書
館月報』第 73号、1930 年 4 月、1,2頁） 
30 中田邦造「現下我国図書館事業の動向―全国図書館長会議に現はれたる―」（『石川県立図書
館月報』第 73号、1930 年 4 月、1,2頁） 
31 中田邦造「現下我国図書館事業の動向―全国図書館長会議に現はれたる―」（『石川県立図書
館月報』第 73号、1930 年 4 月、1,2頁） 
32 「文部大臣諮問」（『本邦の図書館界』第 7号、1932年、4 頁） 
33 「文部大臣諮問事項答申」（『図書館雑誌』第 25 年第 11 号、1931 年 11月、420頁） 
34 「所謂中央図書館について」（『高知県立図書館報』第 68 号、1931年 11月、1頁） 
35 「中央図書館長協会成る」（『図書館雑誌』第 25 年第 11 号、1931 年 11月、421頁） 
36 「中央図書館長協会第一回協議会」（『図書館雑誌』（26年 7 号、1932 年 7月、195 頁） 
37 「中央図書館長協会第一回協議会」（『図書館雑誌』（26年 7 号、1932 年 7月、195 頁） 
38 「第二十六回全国図書館大会記事」（『図書館雑誌』第 26 年第 7 号、1932年 7月、178,179
頁） 
39 「第二十六回全国図書館大会記事」（『図書館雑誌』第 26 年代 7 号、1932年 7月、169頁） 
40 「第二十六回全国図書館大会記事」（『図書館雑誌』第 26 年代 7 号、1932年 7月、169頁） 
41 「図書館令及其ノ解釈（図書館令）・図書館令改正」（『図書館令及其ノ解釈 教育通則雑載
（府県令） 外地教育令』請求番号：昭 59文部 02403100、件名番号：001、国立公文書館所
蔵、https://www.digital.archives.go.jp/DAS/meta/listPhoto?LANG=default&BID=F0000000 
000000060536&ID=M0000000000000714540&TYPE=&NO= 、2017年 9月 18日閲覧） 
42 「文部大臣諮問」（『本邦の図書館界』第 7号、1932年、4 頁） 
43 松本喜一「図書館事業の統制について」（『社会教育』第 6巻第 7号、1929年 7月、27頁） 
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44 東條文規『図書館の近代―私論・図書館はこうして大きくなった―』（ポット出版、1999
年、42頁） 
45 「大会漫録」（『図書館雑誌』21年 11 号、1927 年 11 月、334頁） 
46 これ以前にも、1918（大正 7）年 6月に府県立図書館長会議が、1919（大正 8）年 4月に府
県立図書館協議会が、文部省主催で開催されている。 
47 『図書館雑誌』（84号、1926年 11月、27 頁） 
48 片岡小五郎「日本図書館協会発展の方策」（『図書館雑誌』第 21 年第 1 号、1927 年 1 月、28
頁） 
49 岩猿敏生『日本図書館史概説』（日外アソシエーツ、2007年、208,209頁） 
50 岩猿敏生『日本図書館史概説』（日外アソシエーツ、2007年、211 頁） 
51 鈴木宏宗「帝国図書館長松本喜一について」（『図書館人物伝―日本編―』、日外アソシエー
ツ、2007 年、61頁） 
52 「中央図書館長協会成る」（『図書館雑誌』第 25 年第 11 号、1931 年 11月、421頁） 
53 「全国図書館長会議」（『図書館雑誌』第 125号、1930年 4月、77頁） 
54 貞松修蔵「中央図書館長協会設立成る」（『葵文庫ト其事業』第 65号、1931年 11 月、１頁） 
55 貞松修蔵「中央図書館長協会設立成る」（『葵文庫ト其事業』第 65号、1931年 11 月、１頁） 
56 貞松修蔵「中央図書館長協会設立成る」（『葵文庫ト其事業』第 65号、1931年 11 月、１頁） 
57 弥吉光長・栗原均編『日本図書館協会百年史・資料 第 1輯 和田万吉博士の今沢慈海氏宛
書翰集（抄）』（日本図書館協会、1985年、29-31 頁） 
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経費は帝国図書館は約 70 万円（国民 1 人当たり 1 銭）、道府県立図書館は道府県民 1 人当



































北海道庁立図書館 17,035 3,096,571 0.55 
青森県立図書館 9,874 1,002,100 0.99 
岩手県立図書館 7,647 1,075,400 0.71 
宮城県立図書館 15,340 1,234,801 1.24 
秋田県立秋田図書館 12,947 1,058,600 1.22 
行啓記念山形県立図書館 8,109 1,132,100 0.72 
福島県立図書館 7,302 1,592,474 0.46 
茨城県立図書館 7,452 1,583,042 0.47 
埼玉県立埼玉図書館 10,063 1,528,854 0.66 
御成婚記念千葉県図書館 17,946 1,526,665 1.18 
明治記念新潟県立新潟図書館 17,602 2,089,024 0.84 
富山市立図書館 13,902 861,949 1.61 
石川県立図書館 19,863 787,618 2.52 
山梨県立図書館 9,825 700,675 1.40 
県立長野図書館 18,530 1,714,000 1.08 
静岡県立葵文庫 17,344 1,999,000 0.87 
京都府立京都図書館 32,361 1,764,800 1.83 
大阪府立図書館 93,540 4,607,751 2.03 
奈良県立奈良図書館 10,793 625,238 1.73 
和歌山県立図書館 12,672 878,000 1.44 
鳥取県立鳥取図書館 13,419 477,157 2.81 
岡山県立図書館 20,643 1,332,647 1.55 
広島市立浅野図書館 15,293 1,804,916 0.85 
行啓記念山口県立山口図書館 18,576 1,213,400 1.53 
徳島県立光慶図書館 11,061 733,085 1.51 
香川県立図書館 4,656 941,447 0.49 
愛媛県立図書館 11,721 1,174,400 1.00 
高知県立図書館 9,771 714,036 1.37 
福岡県立図書館 31,624 2,874,394 1.10 
佐賀県立佐賀図書館 13,839 688,030 2.01 
長崎県立長崎図書館 18,783 1,363,205 1.38 
熊本県立熊本図書館 14,814 1,457,973 1.02 
宮崎県立宮崎図書館 8,221 849,506 0.97 
鹿児島県立図書館 17,958 1,605,900 1.12 
【表 6】「1938 年度における中央図書館経費」 
























  ③中央図書館ノ内容的施設ハ地方ノ実情ニ即シ創造的実践的ノモノタルコト 





















































度構想については、本節第 5項、次節第 3項でも扱う。 
 以上のような経過をたどって作成された進言書は、作成後すぐの 1938（昭和 13）年 5月
に教育審議会へ提出された。しかし、社会教育に関する審議はこの時点では始まっておらず、













『協会誌』は創刊号（1939（昭和 14）年 2 月 15 日発行）、第 2 号（1939（昭和 14）年 9
月 20 日発行）、第 3 号（1941（昭和 16）年 5 月 12 日発行）の全 3 号で廃刊となっている。
創刊号と第 2 号の編集は中田が担当しており、印刷も石川市で行っているが、第 3 号に関
しては松本喜一（帝国図書館長）が編集し、印刷は東京市で行っている。 






























編集者 金沢市兼六公園内 石川県立図書館内 中田邦造 
発行所 東京市上野公園 帝国図書館内 中央図書館長協会 
印刷者 金沢市白労町 74番地 経業堂印刷所 
発行年 1939年 2月 15日 
大きさ等 58 頁、21cm 
目次 
執筆者 タイトル 



































































【表 8】「『中央図書館長協会誌』第 2号書誌情報」 
編集者 金沢市兼六公園内 石川県立図書館内 中田邦造 
発行所 東京市上野公園内 帝国図書館内 中央図書館長協会 
印刷者 金沢市白労町 74番地 経業堂印刷所 
発行年 1939年 9月 20日 
大きさ等 88 頁、21cm 
注記 （付録）県図書館協会調査表（第一表総覧 第二表経費） 
目次 
執筆者 タイトル 



















































【表 9】「『中央図書館長協会誌』第 3号書誌情報」 
編集兼発行者 中央図書館長協会 代表者 松本喜一 
発行所 東京市上野公園内 帝国図書館内 中央図書館長
協会 
印刷者 東京市牛込区神楽町 1 の 9 不二謄写堂謄写印刷
部 





















































































































 この会議の 8日後、6月 8日に第 2回の研究会が開催された。会のテーマは、教育審議会

























































































































































【図 3】「中田の図書館網概念図（1940 年 8 月時点）」 
中田邦造「図書館法規改正の枢要点」（『図書館雑誌』 




















  教習所では新職員の養成・関係教育職員の再教育・現職員の能力補充等を行う。 
 7.中央図書館長による管内図書館への視察は、経営指導の参考だけではなく、 





  10.経費については、人口 100万人の県を基準として年間 10万円（人口 1 人当り 10銭）
の計上で足りる。これは国家負担とすべきである。（人口 1人当り 40銭の経費を持
つ単位図書館の普及が前提となる。） 
  11.道府県の社会教育当局が行政的指導・監督の権限を持つことは当然であるが、 

























































































































  （1）法的ノ使命ヲ付与セラルゝコト 
  （2）中央図書館ニ指定セラレタル館ノ館長ハ兼ネテ其ノ道府県内ニ於ケル図書館ノ事
務ヲ視察スルコト 






































































































































































和 16）年 4 月 2 日の第 26 回整理委員会において審議にかけられることとなった。この中
で、公共図書館網に関する項目は「三 国立図書館ヲ整備拡充シ全国図書館ノ中枢タラシム
ルコト」と「四 道府県ニ於ケル中央図書館ヲ整備拡充スルト共ニ市町村図書館ノ普及充実




































































































12 号、1937 年 12月、371頁） 
3 「第三十二回全国図書館大会」（『図書館雑誌』第 32 年第 7号、1938年 7 月、194頁） 
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6 川村源七「精動文庫のファースト・ランナーとして」(『高知県立図書館報』第 166号、1940
年 1月、付録 1 頁) 











 一  教育又ハ図書ニ関スル高等文官ノ職ニ在リタル者 
 二  三年以上教育又ハ図書ニ関スル奏任官待遇ノ職ニ在リタル者 
 三  五年以上教育又ハ図書ニ関スル伴任官又ハ伴任官待遇ノ職ニ在リ現ニ六十円以上
ノ月俸ヲ有スル者 
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四  図書ニ関シ特別ノ学芸技術ヲ有スル者 
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（明治 39）年に広島高等師範学校を卒業し、中学校・高等女学校教諭などを務めた後、1938（昭
和 3）年に大阪府立図書館に司書として採用されている。そして 1933（昭和 8）年に、今井貫一
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 1940（昭和 15）年 10月、大政翼賛会が結成され、近衛新体制が確立される。図書館界も
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建議」として提出され、1943（昭和 18）年 3月 1日に第 81回帝国議会衆議院建議委員会で、
3月 3日に同請願委員会でそれぞれ審議が行われ、原案通り可決されている。32 







































































  1  図書館法規の総合的確立を期し新に著眼すべき事項 
  2 現行制度（図書館令、職員令、施行細則、帝国図書館官制並に朝鮮・台湾総督府図
書館関係規則、その他官立学校図書課図書室に関する規則等）中特に改廃すべき事
項 
  3 戦時下特に改正を必要とする理由 
  4 図書館の国家的組織の概観 
79 
 
  5 法規上区別せらるべき各種図書館の性格・機構・機能の概観 
  6 新たなる構想の上に立つ図書館職員の種類並に資格 
  7 各種職員の養成・再教育並に其の待遇の諸問題 
  8 図書館の連合体（日本図書館協会の如きものをも含む）、図書館員の団体（共済組合
的意味のもをも含む）に対する法的基礎付の根拠 
  9 本委員会の運営について注意すべき事項 





















































































































































































  （四）管下ノ図書館教育ヲシ視察監督スル機関タラシムルコト 































  （三）研究調査室ヲ多数ニ設ク 普通閲覧ノ下部組織ハ之ヲ中央図書館ノ施設ニ移スヲ
本位トスルコト 
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